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【事業報告】
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
１．業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要
⑴　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制及びその他会社の

業務並びに会社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するために必要な
体制
①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役は職務の執行において取締役会における決定事項に基づき、各々の業務分担に応じ
て適正な職務執行を行い、その状況を取締役会に報告する。

法令・定款の遵守を徹底するため、コンプライアンス委員会を設置し、取締役社長をコン
プライアンス委員長としコンプライアンス担当役員を選出し、その責任のもと、コンプライ
アンス規程及びコンプライアンスマニュアルを作成するとともに、法令・定款等に違反する
行為を発見した場合の報告体制としての内部通報制度を構築する。

万一、コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容及び対処案が直ち
にコンプライアンス担当役員等を通じてトップマネジメント、取締役会、監査役に報告され
る体制を構築する。

また、コンプライアンスマニュアルにおいて反社会的勢力排除を明記し、反社会的勢力と
は一切関係を持たず、反社会的勢力から不当な要求を受けた場合には毅然とした態度で対応
することとし、反社会的勢力との関係は断固排除する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の重要な意思決定及び報告に関しては、法令に定めがあるものの他、文書の作成、

保存及び廃棄に関する文書管理規程を策定して適切に保存・管理し、取締役、監査役及び会
計監査人が何時でも閲覧できる状態を確保する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理規程を定め、多様化する損失リスクの評価と対応方法の設定を行い、これらを

すべて文書化し、総務部企画課においてリスクを網羅的・総括的に管理する。
内部監査室は部門毎のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に取締役会に報告

し、これを受けた取締役会でその改善策を審議・決定することにより実効性のある損失リス
ク管理体制を構築する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
年度計画の四半期及び月別の予算管理を実施することにより、業務遂行の進捗状況を把握

し、経営資源の最適活用を図る体制を確保する。
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取締役の業務執行責任の範囲を明確にし、業務を組織的・有機的に運用するため管掌役員
を定めるとともに、少人数の取締役による取締役会において、経営上の重要な意思決定を迅
速に行う。執行役員制度を導入し、執行役員は取締役会の決議に基づく役割分担によりその
職務を執行し、取締役は職務執行のモニタリングを行う。

日常の職務遂行に際しては、「組織・職務規程」に基づき権限の委譲が行われ、各レベル
の責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行する。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
使用人の法令・定款遵守を徹底するため、コンプライアンス委員会を設置してコンプライ

アンス規程及びコンプライアンスマニュアルを策定するとともに、使用人に対して適切な研
修体制を整え、各部署にコンプライアンス責任者等の必要な人員配置を行い、コンプライア
ンスマニュアルの実施状況を管理・監視する。また、内部通報制度等を整備して法令・定款
違反等がトップマネジメント、取締役会、監査役に報告される体制を構築し、社内での自浄
作用を機能させて不祥事の未然防止を図る。

⑥-ⅰ  子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員（以下、「取締役等」という。）の職務
の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制
当社は、子会社の経営の自主性を尊重しつつ「関係会社管理規程」に子会社の管理方針及

び管理体制を定めるとともに、原則として当社の取締役が各子会社の役員を兼任する。子会
社の業務内容及び取締役等の職務の執行の状況について当社の取締役に報告され、重要案件
については事前に当社への報告・承認を求める。

⑥-ⅱ  子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社及び子会社から成る企業集団（以下、「当社グループ」という。）共通に適用される

リスク管理規程を定め、多様化する損失リスクの評価と対応方法の設定を行い、これらをす
べて文書化し、当社総務部企画課においてグループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理す
る。

当社内部監査室は当社グループ各部門毎のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的
に当社取締役会に報告し、これを受けた取締役会でその改善策を審議・決定することにより
実効性のある損失リスク管理体制を構築する。

⑥-ⅲ  子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、子会社の業務内容及び取締役等の職務の執行の状況について定期的な報告を受け

るとともに重要案件についてはその業務内容について事前協議を行い、子会社の取締役会に
おいて協議すること等により子会社の取締役の職務の執行をモニタリングする。
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⑥-ⅳ  子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
子会社の取締役は職務の執行において当該子会社の取締役会における決定事項に基づき、

各々の業務分担に応じて適正な職務執行を行い、その状況を取締役会に報告する。
子会社の取締役等及び使用人の法令・定款遵守を徹底するため、コンプライアンス委員会

を設置して当社グループ共通に適用されるコンプライアンス規程及びコンプライアンスマニ
ュアルを策定するとともに、子会社の取締役等及び使用人に対しても適切な研修体制を整
え、各部署にコンプライアンス責任者等の必要な人員配置を行い、コンプライアンスマニュ
アルの実施状況を管理・監視する。また、内部通報制度等を整備して法令・定款違反等が当
社トップマネジメント、取締役会、監査役に報告される体制を構築し、グループ内での自浄
作用を機能させて不祥事の未然防止を図る。

万一、コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容及び対処案が直ち
に子会社の取締役を通じ当社のコンプライアンス担当役員等へ連絡され、さらにトップマネ
ジメント、取締役会、監査役に報告される体制を構築する。

⑥-ⅴ  その他会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
内部監査室は四半期毎に当社グループ各社のリスク情報の有無を監査し、損失のリスクが

発生しこれを把握した場合には、直ちに発見されたリスクの内容、発生する損失の程度及び
当社に対する影響について、当社の取締役会及び担当部署に報告される体制を構築する。

また、当社グループ会社間における不適切な取引または会計処理を防止するため、当社総
務部企画課はグループ各社の経営企画関連部署またはこれに相当する部署と十分な情報交換
を行うなど密接に連携を図る。

⑵　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項
監査役の職務遂行を補助すべき部署として、総務部企画課スタッフが兼務するものとす

る。
②　監査役のその職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務遂行を補助する総務部企画課スタッフは、その補助業務に関して取締役の指
揮命令を受けないものとし、人事、処遇関係については監査役との事前協議を前提とする。

③　監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査役は、総務部企画課スタッフに業務遂行の補助を行うよう命令できるものとする。ま

た、職務の遂行上必要な場合、監査役は当該使用人を取締役から独立させて業務を行うよう
指示できる体制をとるものとする。
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④-ⅰ  取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体
制
取締役及び使用人は以下の報告を監査役に対して行う。

イ．会社に重大な損失を与える恐れのある事実を発見した場合は、直ちに報告する。
ロ．役職員による違法または不正な行為を発見した場合は報告を行う。
ハ．定期的または監査役の指示により、子会社等を含む業務の執行状況を報告する。
ニ．リスク管理統括責任者は、定期的または監査役の指示により担当する部門のリスク管理

体制について報告する。
④-ⅱ  子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当該監査役設

置会社の監査役に報告をするための体制
子会社の取締役、監査役及び使用人等は以下の報告を当社監査役に対して行う。

イ．会社に重大な損失を与える恐れのある事実を発見した場合は、直ちに報告する。
ロ．役職員による違法または不正な行為を発見した場合は報告を行う。
ハ．定期的または監査役の指示により、業務の執行状況を報告する。
ニ．リスク管理統括責任者は、定期的または監査役の指示により担当する部門のリスク管理

体制について報告する。
⑤　前々項目(⑵ ④-ⅰ)及び前項目(⑵ ④-ⅱ)の報告をした者が当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
当社は、監査役へ報告を行った子会社の取締役、監査役及び使用人等に対し、当該報告を

したことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職
員に周知徹底する。

⑥　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払等を請求した場合には、当該請
求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除
き、速やかに当該費用または債務を処理する。

⑦　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するために以下の体制を構築する。

イ．監査役監査に対し、内部監査部門、取締役、使用人は協力する。
ロ．監査役は、代表取締役との定期的な会合をもち、意見交換を行い効果的な監査業務の遂

行を図る。
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ハ．監査役は、定期的または必要に応じて会計監査人と意見交換を行い､適正な業務の遂行
に努める。

ニ．監査役は必要に応じて外部専門家の意見を聞き、適正な監査の維持に努める。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
⑴　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制及びその他会社の

業務並びに会社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するために必要な
体制の運用状況の概要
①　法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．当事業年度は17回の取締役会を開催し、経営方針及び経営戦略に係る重要事項につき
審議・決定並びに各取締役の業務執行状況の監督を行いました。

ロ．当社グループの取締役、監査役及び執行役員に対して、「サステナビリティ経営による
持続的な企業価値創造」をテーマに研修を実施いたしました。

ハ．社内イントラネットにおいて、コンプライアンス規程及びコンプライアンスマニュアル
を周知するとともに、当社グループの全役職員が閲覧可能なコンプライアンスに関する具
体的事例の教育資料を掲示し、コンプライアンスの徹底を図りました。

ニ．社内イントラネットにおいて、内部通報窓口とともに内部通報者の不利益取扱いの禁止
を含む内部通報制度の利用ルールを周知しております。

②　効率的な職務執行を確保するための体制
イ．各子会社及び当社各部門毎の年度計画の四半期及び月別の予算管理を実施することによ

り、業務遂行の進捗状況を把握し、経営資源の最適活用を図りました。
ロ．取締役会において経営上の重要事項が十分に議論・共有できるよう、審議・報告方法の

見直しの検討を継続的に行いました。
ハ．執行役員制度を導入し、経営層における役割・責任の明確化と機動的な経営の推進を行

っております。
ニ．業務執行の効率性、実効性の向上を図るため、月１回取締役・執行役員ミーティングを

開催し、取締役会で決定された経営方針に係る現場レベルにおける施策・問題等について
の具体的な検討を行いました。

③　企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．事業環境の変化を踏まえ、グループ全体での価値観の共有・継承を図って将来に亘る発

展につなげるため、経営理念について適時見直しを検討するとともに、社内イントラネッ
トにおいて周知を行っております。
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ロ．当社の取締役は子会社の役員を兼務し、各子会社の取締役等の職務の執行が適正・効率
的に行われていることを監督しております。

ハ．月１回グループ経営会議を開催し、各子会社から業務執行・経営戦略に関する報告を受
けております。

ニ．内部監査室は、コンプライアンスのほか、業務の有効性や効率性、情報セキュリティ等
につき、各子会社及び当社各部門を監査し、監査結果を取締役会のほかグループ監査役会
にも報告のうえ、必要に応じて改善提言を行いました。

⑵　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制の運用状況の概要
イ．監査役は、全ての取締役会に出席するとともに、月１回のグループ経営会議に出席し、

取締役の職務執行の監査、内部統制の整備並びに運用状況を確認いたしました。
ロ．監査役は、会計監査人から法令に基づく事業年度の監査結果についての定期報告を受け

たほか、適宜、会計監査人から監査状況を聴取いたしました。
ハ．半期毎に、グループ監査役会を開催し、国内子会社の監査役と情報交換を行い、情報の

共有化を図りました。また、子会社の往査の際には、個別に子会社監査役と情報交換を行
いました。
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【連結計算書類】
連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
連結子会社の数 ６社
連結子会社の名称 ㈱埼玉県魚市場、千葉魚類㈱、釧路東水冷凍㈱、AERO TRADING 

CO.,LTD.、SUNNY VIEW ENTERPRISE LTD.、豊海東都水産冷蔵㈱
②　非連結子会社の状況

会社の名称 ㈲埼水、東都小揚㈱、㈱東海フレッシュ
連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影
響を及ぼしていないため連結の範囲から除外している。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用会社 なし
②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

非連結子会社 ㈲埼水、東都小揚㈱、㈱東海フレッシュ
関連会社 埼玉魚市場氷販㈲
持分法を適用しない理由 各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外している。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、AERO TRADING CO.,LTD.、SUNNY VIEW ENTERPRISE LTD.の決算日は12月31
日である。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重
要な取引については、連結上必要な調整を行っている。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
総平均法により算定）

市場価格のない株式等 総平均法による原価法
ロ．デリバティブ 時価法
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ハ．棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産 主に個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法
なお、当社の賃貸住宅・賃貸冷蔵庫・社宅の一部、当社及び国内連結子
会社の1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額
法

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上している。

ロ．賞与引当金 当社及び国内連結子会社は従業員に支給する賞与に充てるため、支給見
込額に基づき計上している。

ハ．株式給付引当金 当社の従業員に対する将来の当社株式の給付に充てるため、株式給付規
程に基づき、従業員に割り当てられたポイントに応じた株式の給付見込
額に基づき計上している。

ニ．役員株式給付引当金 当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する将来の当社株式の給付に
充てるため、役員株式給付規程に基づき、役員に割り当てられたポイン
トに応じた株式の給付見込額に基づき計上している。

ホ．株主優待引当金 当社の株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度
において発生すると見込まれる額を計上している。

④　退職給付に係る負債の計上基準
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基
づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上している。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（６年）による定額法により費用処理することとし
ている。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（６年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしている。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を
調整のうえ、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に
係る調整累計額に計上している。
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⑤　収益及び費用の計上基準
当社グループは、水産物卸売事業を主な事業とし、商品の出荷時点にお
いて顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判
断していることから、商品の出荷時点で収益を認識している。
出荷者より販売委託を受けた委託取引、出荷者と販売先との仲介を行う
代理人取引、及び帳合取引については、代理人取引として取引を行って
いると判断し、販売手数料を売上高に計上することとしている。
また、売上割戻については、売上高から減額している。

⑥　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理している。なお、在外子会社の資産及び
負債、収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めてい
る。

⑦　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用している。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建債権・債務
ハ．ヘッジ方針 当社の内部規程である「外国為替事務取扱規程」及び「リスク管理要

領」に基づき、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしている。
ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して

有効性の判定を行っている。
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２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしている。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結
会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用している。ただし、収益認
識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従来の取扱いに従ってほと
んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用していない。また、収益認識会計基準
第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更につい
て、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計
年度の期首の利益剰余金に加減している。

この結果、従来の会計処理と比較して、当連結会計年度の売上高は31,539百万円、売上原価は31,362百
万円、販売費及び一般管理費は176百万円それぞれ減少している。また、利益剰余金の当期首残高に与える
影響はない。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算
定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしている。これによる、当連結会
計年度に係る連結計算書類への影響はない。

３．会計上の見積りに関する注記
⑴　繰延税金資産

・当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　76百万円
・会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

当社グループは、将来減算一時差異と税務上の繰越欠損金に対して、将来の課税所得が見込まれる範囲
で繰延税金資産を計上している。将来の課税所得の見積りは、事業計画を基礎として行っており、そこで
の主要な仮定は、水産物卸売事業における取引数量、商品価格である。

翌連結会計年度以降、新型コロナウイルス感染症の今後の拡大や収束時期及び水産物漁獲量の推移等の
変動により、主要な仮定に変動が生じ、将来の課税所得の見積額が影響を受けた場合、繰延税金資産が増
減し、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がある。

なお、2023年3月期における水産物卸売事業の売上高については、緊急事態宣言の発出前の正常需要
下で推移した2020年3月期と同水準まで回復するとして見積りを行っている。
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投資有価証券 243百万円
建物及び構築物 1,556
機械装置及び運搬具 167
土地 492

計 2,459

短期借入金 500百万円
長期借入金（１年以内返済分を含む） 1,929

計 2,429

⑵　固定資産の減損
・当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　有形固定資産　7,204百万円
　無形固定資産　3,317百万円
　減損損失　　　　　－百万円

有形固定資産及び無形固定資産には、子会社である㈱埼玉県魚市場が運営する一般消費者向け小売店舗
「生鮮漁港川越」に係る固定資産（345百万円）が含まれている。

・会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
子会社である㈱埼玉県魚市場が運営する一般消費者向け小売店舗「生鮮漁港川越」において、2期連続

の営業損失となったことにより減損の兆候があると判断したが、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価
額を上回っていることから、減損損失を認識していない。

割引前将来キャッシュ・フローは事業計画を基に算出しており、事業計画における売上高は、主にテナ
ントの売上に対して契約に基づく料率を乗じて算出したテナント収入である。主要な仮定は、過去の販売
実績に基づくテナント収入の趨勢、顧客の需要見通し及び販売エリアの人口推移等、過去実績の趨勢を踏
まえた人件費及び経費等である。

４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

担保に係る債務
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⑵　有形固定資産の減価償却累計額 10,131百万円

③　再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額

上記差額のうち賃貸等不
動産にかかるもの

692百万円

594百万円

⑶　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律
の一部を改正する法律」（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき事業用土地の再評価を行い、再評
価差額のうち税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、再評価差額から税金相
当額を控除した額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上している。
①　再評価を行った日 2002年３月31日
②　再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第４号に定める当該事業用土地について「地価税法第
16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算
定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」に
合理的な調整を行って算定している。

⑷　圧縮記帳額
　国庫補助金等の受入れにより、取得価額から控除している固定資産の圧縮記帳額は、555百万円である。
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当 期 首
株 式 数 （ 千 株 ）

当 期
増加株式数(千株)

当 期
減少株式数(千株)

当 期 末
株 式 数 （ 千 株 ）

発 行 済 株 式

普 通 株 式 4,026 － － 4,026

合 計 4,026 － － 4,026

自 己 株 式
普 通 株 式
（ 注 1 . 2 . 3 ） 91 13 1 102

合 計 91 13 1 102

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 自己株式の当期末の株式数には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」
及び業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として、株式会社日本カストデ
ィ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式55千株が含まれている。

２. 自己株式の数の増加は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」による当社株式の取得
12千株及び単元未満株式の買取りによるものである。

３. 自己株式の数の減少は、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の従
業員への給付１千株によるものである。
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決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額 （ 円 ） 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年６月16日
定時株主総会 普通株式 318 80 2021年３月31日 2021年６月17日

決 議 予 定 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １ 株 当 た り

配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月22日
定時株主総会 普通株式 397 利益剰余金 100 2022年３月31日 2022年６月23日

⑵　配当に関する事項
イ．配当金の支払

（注）配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産と
して、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当３百万円が含まれてい
る。
ロ．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」及び業績連動型株
式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が
所有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれている。

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入に
より行う方針としている。デリバティブは、金利変動リスク及び為替変動リスクを回避するために利用
し、投機的な取引は行わないこととしている。

②金融商品の内容及びそのリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、当該リスクに関しては、当
社グループ各社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信
用状況を適宜把握し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っている。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されているが、主に業務上の関係を有する企業
の株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握している。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが短期の支払期日である。一部外貨建てのものに
ついては、為替の変動リスクに晒されているが、先物為替予約を利用してヘッジしている。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は金利上昇リスクを回避
するための運転資金並びに設備投資に係る資金調達である。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先
物為替予約取引である。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた
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連結貸借対照表計上額(＊1)
(百万円)

時価(＊1)
(百万円)

差額
(百万円)

⑴投資有価証券 2,084 2,084 －

⑵破産更生債権等 177

貸倒引当金(＊2) △161

16 16 －

⑶長期借入金(＊3) (3,127) (3,090) 37

⑷デリバティブ取引(＊4) (0) (0) －

管理規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っている。
⑵　金融商品の時価等に関する事項

　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
る。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額320百万円）は「⑴投資有価証券」には含めて
いない。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入
金は、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似することから、注記を省略した。

(＊1) 負債で計上されているものについては、( )で示している。
(＊2) 破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除している。
(＊3) １年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めている。
(＊4) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示している。

（注） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類している。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時

価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定

した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類している。
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連結貸借対照表計上額（百万円） 　時価（百万円）

2,267 4,441

⑴　１株当たり純資産額 5,186円47銭
⑵　１株当たり当期純利益 406円78銭

⑴投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価している。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類している。
⑵破産更生債権等
　破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して
いるため、時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似
しており、レベル２の時価に分類している。
⑶長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類している。
⑷デリバティブ取引
　先物為替予約取引についての時価は、取引先の金融機関から提示された価格等に基づき算定して
おり、レベル２の時価に分類している。

７．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、東京都や埼玉県を中心に、賃貸オフィスビルや水産物卸売市場、賃貸駐車場
等を有している。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ
る。

（注）２. 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い
て調整を行ったものを含む。）である。

８．１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた当連結会計年度末の普通株式の数及び１株当たり当期純利益
の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、従業員インセンティブ・プラン「株式
給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」及び業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産と
して、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含
めて算定している（当連結会計年度末55千株）。
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報告セグメント

水産物卸

売事業

冷蔵倉庫

及びその

関連事業

不動産賃

貸事業
合計

売上高

受託品売上高 1,264 － － 1,264

買付品売上高 72,123 － － 72,123

その他 － 7,072 653 7,725

顧客との契約から生じる収益 73,387 7,072 653 81,113

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 73,387 7,072 653 81,113

９．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループの主たる事業は「水産物卸売事業」であり、卸売市場において生鮮及び加工水産物の受託及
び買付販売を行っており、それに関連又は附帯する事業として「冷蔵倉庫及びその関連事業」及び「不動産
賃貸事業」の３つを報告セグメントとしている。また、売上高は、水産物卸売事業については販売内容別に
分解し、それ以外の事業は「その他」に含めている。分解した売上高とセグメント売上高との関連は、次の
とおりである。

（単位：百万円）

⑵　収益を理解するための基礎となる情報
　受託品売上高は、出荷者より販売委託を受けた委託取引である。
　買付品売上高は、受託品売上高以外の取引である。また、当該取引のなかには出荷者と仲介を行う代理人
取引、及び帳合取引も含まれている。なお、収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類
作成のための基本となる重要な事項　⑷会計方針に関する事項⑤収益及び費用の計上基準」に記載のとおり
である。
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10．その他の注記
１．株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）

当社は株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式を給付するイ
ンセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」を導入した。
（１）取引の概要

一定の要件を満たした従業員に対し当社株式を給付する仕組みで、個人の貢献度等に応じてポイントを付
与し、一定の条件により受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付する。従業員
に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管
理を行う。
（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額は除く。）により純資産の部に自己
株式として計上している。なお、当連結会計年度末に総額法の適用により計上されている自己株式の帳簿価
額は86百万円（42千株）である。

２．株式給付信託（ＢＢＴ）
当社は取締役（社外取締役を除く。）に対する業績連動型株式報酬制度として「株式給付信託（ＢＢ

Ｔ）」を導入した。
（１）取引の概要

当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める役員
株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付され
る業績連動型株式報酬制度である。なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の
退任時となる。
（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額は除く。）により純資産の部に自己
株式として計上している。なお、当連結会計年度末の自己株式の帳簿価額は65百万円（12千株）である。
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【計算書類】
個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式 総平均法による原価法
②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総
平均法により算定）

市場価格のない株式等 　　　　　　総平均法による原価法
③　デリバティブ 時価法
④　棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 定率法

なお、賃貸住宅・賃貸冷蔵庫・社宅の一部及び1998年４月１日以降取
得の建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得した
建物附属設備及び構築物については定額法

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上している。

②　賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上してい
る。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上している。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（６年）による定額法により費用処理することとし
ている。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（６年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。
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④　株式給付引当金 従業員に対する将来の当社株式の給付に充てるため、株式給付規程に基
づき、従業員に割り当てられたポイントに応じた株式の給付見込額に基
づき計上している。

⑤　役員株式給付引当金 取締役（社外取締役を除く。）に対する将来の当社株式の給付に充てる
ため、役員株式給付規程に基づき、役員に割り当てられたポイントに応
じた株式の給付見込額に基づき計上している。

⑥　株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度において発
生すると見込まれる額を計上している。

⑷　収益及び費用の計上基準
当社は、水産物卸売事業を主な事業とし、商品の出荷時点において顧客
が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断してい
ることから、商品の出荷時点で収益を認識している。
出荷者より販売委託を受けた委託取引、出荷者と販売先との仲介を行う
代理人取引、及び帳合取引については、代理人取引として取引を行って
いると判断し、販売手数料を売上高に計上することとしている。
また、売上割戻については、売上高から減額している。

⑸　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理している。

⑹　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用している。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建債権・債務
③　ヘッジ方針 当社の内部規程である「外国為替事務取扱規程」及び「リスク管理要

領」に基づき、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしている。
④　ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して

有効性の判定を行っている。
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２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしている。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度
の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用している。ただし、収益認識会計基
準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従来の取扱いに従ってほとんどすべての
収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用していない。また、収益認識会計基準第86項また
書き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約
変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余
金に加減している。

この結果、従来の会計処理と比較して、当事業年度の売上高は29,250百万円、売上原価は29,086百万
円、販売費及び一般管理費は163百万円それぞれ減少している。また、利益剰余金の当期首残高に与える影
響はない。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算
定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしている。これによる、当事業
年度に係る計算書類への影響はない。

３．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産
・当事業年度の計算書類に計上した金額　－百万円
・会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

会計上の見積りに関する注記は、連結計算書類「連結注記表 ４.会計上の見積りに関する注記」に記載し
ているので、記載を省略している。
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投資有価証券 243百万円
建物 40
土地 338

計 622

短期借入金 500百万円
長期借入金 601

計 1,101
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 2,398百万円
⑶　債務保証 7百万円

短期金銭債権 459百万円
短期金銭債務 368百万円

③　再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額

上記差額のうち賃貸等不
動産にかかるもの

692百万円

594百万円

４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

担保に係る債務

⑷　関係会社に対する金銭債権、債務

⑸　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律
の一部を改正する法律」（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再
評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、再評価差額から税金
相当額を控除した額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上している。
①　再評価を行った日 2002年３月31日
②　再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第４号に定める当該事業用土地について「地価税法第
16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算
定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」に
合理的な調整を行って算定している。

－ 22 －



⑴　売上高 1,785百万円
⑵　仕入高 2,777百万円
⑶　営業取引以外の取引高 450百万円

株 式 の 種 類 当 期 首
株 式 数 （ 千 株 ）

当 期 増 加
株 式 数 （ 千 株 ）

当 期 減 少
株 式 数 （ 千 株 ）

当 期 末
株 式 数 （ 千 株 ）

自 己 株 式

普 通 株 式 91 13 1 102

合 計 91 13 1 102

５．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

（注）１. 自己株式の当期末の株式数には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」
及び業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として、株式会社日本カストデ
ィ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式55千株が含まれている。

２. 自己株式の数の増加は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」による当社株式の取得
12千株及び単元未満株式の買取りによるものである。

３. 自己株式の数の減少は、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の従
業員への給付１千株によるものである。
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繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 63百万円
退職給付引当金損金算入限度超過額 332
賞与引当金損金算入限度超過額 12
投資有価証券評価損否認 118
ゴルフ会員権評価損否認 10
繰越欠損金 421
その他 48

繰延税金資産小計 1,006
評価性引当額 △822
繰延税金資産計 183

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △20
その他有価証券評価差額金 △197
退職給付信託設定益否認 △156
資産除去債務に対する除去費用 △8
繰延税金負債計 △382
繰延税金負債の純額 △199

再評価に係る繰延税金負債
土地 △298

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名称
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社等

豊海東都水産冷蔵㈱ 50 冷蔵倉庫業 所有
直接100.0 兼任1名

商品の一部
保管
資金の援助

資金の貸付 290 短期貸付金 230

利息の受取 1 未収入金 0

釧路東水冷凍㈱ 30 水産物製造加
工冷蔵倉庫業

所有
直接100.0 兼任1名

商品の販売
及び仕入
不動産賃貸
資金の援助
債務保証

資金の貸付 685 短期貸付金 131

利息の受取 1 未収入金 0

債務保証(注3) 7 － －

千 葉 魚 類 ㈱ 75 水産物卸売業 所有
直接100.0 兼任1名

商品の販売
及び仕入
資金の援助

資金の借入 150 短期借入金 150

利息の支払 1 未払費用 0

AERO TRADING
C O . , L T D .

千Ｃ＄
12

水産物製
造加工業

所有
直接100.0 兼任1名 商品の販売

及び仕入 仕　　　入 571 買 掛 金 139

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

役員が議決権
の過半数を所
有している会
社等

㈱三陽 被所有
直接3.6%

水産物の販売
及び仕入

販 売 1,129 売 掛 金 129

仕 入 4,501 買 掛 金 57

㈱凰陽 被所有
直接－％

水産物の販売
及び仕入

販 売 77 売 掛 金 30

仕 入 15 買 掛 金 －

８．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社等

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①　水産物の仕入については、市場価格を勘案して決定している。
②　資金の貸付、借入については、市場金利を勘案して設定している。

３．釧路東水冷凍㈱の仕入に対する債務保証である。

⑵　役員及び個人主要株主等

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。
２．上記取引については、市場価格を参考のうえ、一般的取引条件と同様に決定している。
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⑴　１株当たり純資産額 2,848円05銭
⑵　１株当たり当期純利益 328円65銭

９．１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式の数及び１株当たり当期純利益の算
定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、従業員インセンティブ・プラン「株式給付
信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」及び業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産とし
て、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含め
て算定している（当事業年度末55千株）。

10．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
　受託品売上高は、出荷者より販売委託を受けた委託取引である。

買付品売上高は、受託品売上高以外の取引である。また、当該取引のなかには出荷者と仲介を行う代理
人取引、及び帳合取引も含まれている。なお、収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会
計方針に係る事項　⑷収益及び費用の計上基準」に記載のとおりである。

11．その他の注記
従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）｣及び「株

式給付信託（ＢＢＴ）」について、連結計算書類「連結注記表 10.その他の注記」に同一の内容を記載して
いるので、注記を省略している。
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